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貿易記者会御中 2006年 10月 27日

住友商事株式会社

 Ⅰ.共通質問事項

 　1. 連結関連情報

連結業績に与える影響が大きい会社及び主要海外現地法人の決算概要

当上半期 前年同期

(2006/4～9) (2005/4～9)

＜金属＞

SC PIPE SERVICES 100.00 % 米国における鋼管製造･販売会社等への投資 16.2 7.9

住商ﾒﾀﾚｯｸｽ 100.00 % 非鉄金属製品、建材、住設配管資材等の販売 7.9 4.4

ASIAN STEEL 100.00 % 東南ｱｼﾞｱにおけるｽﾁｰﾙｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ 5.2 7.8

NATIONAL PIPE 16.00 % ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱにおける鋼管製造・販売会社 4.8 0.4

＜輸送機･建機＞

住商ｵｰﾄﾘｰｽ 100.00 % 26.8 19.7

OTO MULTIARTHA 96.34 % ｲﾝﾄﾞﾈｼｱにおける自動車小売金融ｻｰﾋﾞｽ事業 10.4 8.8

SUMMIT OTO FINANCE 99.59 % 6.8 5.1

SUMISHO AIRCRAFT ASSET MANAGEMENT 100.00 % 航空機ｵﾍﾟﾚｰﾃｨﾝｸﾞﾘｰｽ事業 5.2 2.8

＜機電＞

PERENNIAL POWER HOLDINGS 100.00 % 米国における発電所の開発･保有･運営 6.8 7.2

MOBICOM 33.98 % 5.9 4.4

＜情報産業＞

ｼﾞｭﾋﾟﾀｰﾃﾚｺﾑ 25.88 % CATV局の統括運営(05/9末は25.93%) 24.1 27.5

ｼﾞｭﾋﾟﾀｰTV(旧ｼﾞｭﾋﾟﾀｰ･ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ） 50.00 % 委託放送事業･番組供給事業 19.8 17.5

ｽﾐﾄﾛﾆｸｽ 100.00 % 電子機器･部品の販売 13.5 9.9

ｴﾑ･ｴｽ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ 50.00 % 12.5 12.2

住商情報ｼｽﾃﾑ 55.78 % 7.5 0.0

＜化学品＞

CANTEX 100.00 % 塩化ﾋﾞﾆｰﾙﾊﾟｲﾌﾟ製造･販売 22.7 2.8

SUMMIT-AGRO EUROPE 100.00 % 欧州における農薬販売 7.0 7.5

住友商事ｹﾐｶﾙ 100.00 % 合成樹脂･化成品の国内･貿易取引 6.0 13.6

THE HARTZ MOUNTAIN 96.30 % △ 1.4 3.5

＜資源･ｴﾈﾙｷﾞｰ＞

SUMISHO COAL AUSTRALIA 100.00 % 豪州における石炭事業への投資 44.2 41.4

ﾇｻ･ﾃﾝｶﾞﾗ･ﾏｲﾆﾝｸﾞ　 74.28 % 15.1 12.6

SC MINERALS AMERICA 100.00 % 14.7 3.1

ﾍﾟﾄﾛｻﾐｯﾄ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ 100.00 % 14.0 9.1

PETRO SUMMIT 100.00 % 8.1 6.2

ｴﾙｴﾇｼﾞｰｼﾞｬﾊﾟﾝ 50.00 % LNG(液化天然ｶﾞｽ)事業及び関連投融資 7.5 7.8

＜生活産業＞

ｻﾐｯﾄ 100.00 % ｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄ 12.9 10.4

住商ﾌﾙｰﾂ － 青果物の輸入販売 7.9 9.1

ﾓﾝﾘｰﾌﾞ 99.00 % 5.5 5.7

住商ﾄﾞﾗｯｸﾞｽﾄｱｰｽﾞ 100.00 % ﾄﾞﾗｯｸﾞｽﾄｱﾁｪｰﾝ 1.8 2.5

＜生活資材･建設不動産＞

TBC 100.00 % 米国におけるﾀｲﾔ卸･小売事業 16.7 -

三井住商建材 50.00 % 建材の販売 3.3 1.9

住商ｾﾒﾝﾄ 100.00 % 生ｺﾝｸﾘｰﾄ、ｾﾒﾝﾄ等の販売 3.0 2.9

＜金融･物流＞

THANG LONG INDUSTRIAL PARK 58.00 % ﾍﾞﾄﾅﾑにおける工業団地の開発･販売･管理 3.6 3.0

住商ﾌﾞﾙｰｳｪﾙ 100.00 % 損害保険代理業及び生命保険代理業 3.2 2.9

＜海外現地法人＞

米国住友商事 100.00 % 輸出入及び卸売業 130.1 81.1

欧州住友商事ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ 100.00 % 輸出入及び卸売業 35.6 24.0

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ住友商事 100.00 % 輸出入及び卸売業 20.3 20.4

在中国現地法人9社 － 輸出入及び卸売業 15.8 12.3

ｵｰｽﾄﾗﾘｱ住友商事 100.00 % 輸出入及び卸売業 8.1 6.0

台湾住友商事 100.00 % 輸出入及び卸売業 3.4 5.0

＜その他＞

住商ﾘｰｽ 36.36 % 総合ﾘｰｽ 37.9 30.2

(注3)住商ﾌﾙｰﾂの前年同期及び当上半期の金額には、事業関連会社の持分損益を含めて記載しております。

石油、天然ｶﾞｽの開発、生産及び販売

移動体通信･固定電話の端末販売及び
回線販売仲介

ｼｭﾆｰﾙ織物の高級ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ｢FEILER(ﾌｪｲﾗｰ)｣
の総輸入元･企画･販売

原油、石油製品のﾄﾚｰﾄﾞ

情報ｼｽﾃﾑの構築･運用ｻｰﾋﾞｽの提供及び
ﾊﾟｯｹｰｼﾞｿﾌﾄ･ﾊｰﾄﾞｳｪｱの販売(05/9末は55.73%)

米国におけるﾍﾟｯﾄ用品製造･販売

米国･ﾓﾚﾝｼｰ銅鉱山/ﾎﾟｺﾞ金鉱山
ﾁﾘ･ﾗｶﾝﾃﾞﾗﾘｱ銅鉱山への投資

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱBatu Hijau銅･金鉱山ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
への投融資(権益持分 35%)

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱにおける自動車小売金融ｻｰﾋﾞｽ事業
(05/9末は99.70%)

(注2)2005年10月1日に住友商事ﾌﾟﾗｽﾁｯｸは住友商事ｹﾐｶﾙ及び住商化学品中部と合併し、住友商事ﾌﾟﾗｽﾁｯｸを存続会社とし、
　　 住友商事ｹﾐｶﾙ及び住商化学品中部は解散しました。尚、住友商事ﾌﾟﾗｽﾁｯｸは会社名を住友商事ｹﾐｶﾙに変更しました。
     前年同期の住友商事ｹﾐｶﾙの金額は、合併前3社合算の金額であります。

(注1)2005年8月1日に住商情報ｼｽﾃﾑと住商ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽは合併し、住商情報ｼｽﾃﾑを存続会社とし、住商ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽは解散しました。
　　 前年同期の住商情報ｼｽﾃﾑの金額は、住商ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽの業績を合算したものです。

（単位:億円）

ﾓﾝｺﾞﾙにおける移動体通信ｻｰﾋﾞｽ事業
(05/9末は30.00%)

持分損益

会　社　名 持分比率 事　業　内　容

自動車及び自動車関連商品のﾘｰｽ
(05/4～7は52.9%、05/8より100%)
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２．連結または単体の追加情報等

① 従業員数

(単位:人)

当上半期 前 期 増 減

（2006/9末） （2006/3末）

単体従業員数 4,732 4,637 +95

※2006/3末の連結従業員数は、51,700人です。

② 不良債権（単体ベース）

・発生件数 3 件

・発 生 額 86 百万円

・期中処理額 54 百万円

・期末残高 32 百万円

　(担保等による回収が見込まれる金額)

③ 当期の投融資実績(連結ﾍﾞｰｽ)

主な投資等の事例：

・ケーブルウエスト株式取得 約560 億円

・San Cristobal権益取得（ボリビア銀・亜鉛・鉛鉱山） 約250 億円

・バーレーンHidd発電・造水事業権取得 約70 億円

・ＮＥＣビッグローブ出資 約40 億円
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Ⅱ.追加質問事項

１. 中国事業の動向

① 当上半期（持分損益、及び在中国関係会社数）
(単位：億円)

当上半期 前年同期
（2006/4～9） （2005/4～9）

持分損益 23 24 △1

在中国関係会社数　※ 78社 78社 ±0社

※関係会社数は、間接連結会社を含む

② 年間見通し（持分損益）
(単位：億円)

年間見通し 前　期
(2006/4～2007/3) (2005/4～2006/3)

持分損益 50 34 +16

２. ﾛｼｱ、ｲﾝﾄﾞ、ﾌﾞﾗｼﾞﾙ事業の動向

（1）ﾛｼｱ

2004年4月ﾓｽｸﾜにCIS支配人を設置

ﾛｼｱを中心とするCIS市場をFocused Frontierと位置付け全社的取り組みを強化

（主なﾋﾞｼﾞﾈｽ）

・ 原料炭関連 ・ 電力各社向けｳﾗﾝ濃縮加工ﾋﾞｼﾞﾈｽ

・ ﾛｼｱ製木材の製造販売 ・ ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ関連ﾋﾞｼﾞﾈｽ

・ ﾛｼｱ企業向け建機ﾘｰｽ ・ 貨車ﾘｰｽ事業への投資

（2）ｲﾝﾄﾞ

Focused Frontierと位置付け全社的取り組みを強化

（主なﾋﾞｼﾞﾈｽ）

・ ﾄﾗｯｸ・ﾊﾞｽの製造販売 ・ 自動車製造設備の輸出

・ 鉄鉱石、繊維製品、食品の輸入 ・ 排出権事業

・ 電力ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

（3）ﾌﾞﾗｼﾞﾙ

現地有力企業との関係強化による取引及び投資の拡大に取組む

（主なﾋﾞｼﾞﾈｽ）

・ 農薬の製造販売事業等への投資 ・ ｴﾈﾙｷﾞｰ開発関連ﾌｧｲﾅﾝｽ

・ 大豆、ｳｯﾄﾞﾁｯﾌﾟ、鉄鉱石の輸入 ・ 電子部品取引

３．石油・ｶﾞｽ保有埋蔵量

口頭にて説明致します。

前期比

前年同期比
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４．中期経営計画

・AG PLAN（2005年度～2006年度）進捗状況

AG PLANでは、ダイナミックな成長戦略による収益基盤の拡大、成長戦略に沿った

人材戦略の実行、経営の健全性・効率性の追求をグローバル連結ベースで推し進める

ことにより、定量目標として掲げる各年度のリスク・リターン7.5%以上及び利益目標

2年合計2,300億円（2005年度1,100億円、2006年度1,200億円）の達成とともに、

持続的な成長・発展へ向けた布石を打っていくこととしております。

2005年度については連結純利益が1,602億円、リスク・リターンが15%となり、

目標である1,100億円、7.5%を大幅に上回る結果となりました。

また、当上半期については連結純利益が1,021億円となり、通期の連結純利益も

1,900億円に上方修正しており、当初の計画は十分に達成できるものと

見込んでおります。


